
総務財政委員会 案件一覧 

（令和６年６月 21日・24 日開催分） 

○付託議案審査 ９件 

部局 
上
程
順

（
案
） 

件   名 
資料 

番号 
説明者（所管課長名等） 

総
務
部 

２ 第 68 号議案 職員の退職管理に関する条例 １ 井村 人事企画担当課長 

１ 
第 70 号議案 大田区手数料条例の一部を改正する条

例 
２ 鈴木 総務課長 

３ 第 74 号議案 包括外部監査契約の締結について ３ 
片平 内部統制・情報セ

キュリティ担当課長 

４ 

第 75 号議案 大田区立くすのき園及び大田区立南六

郷福祉園増築並びに大田区立くすのき園大規模改修工

事請負契約について  

４ 武藤 経理管財課長 

第76号議案 大田区立田園調布中学校外壁改修その他

工事（Ⅱ期）請負契約について 
５ 武藤 経理管財課長 

第77号議案 大田区立くすのき園及び大田区立南六郷

福祉園増築並びに大田区立くすのき園大規模改修電気

設備工事請負契約について 

６ 武藤 経理管財課長 

第78号議案 大田区立馬込第三小学校校舎（棟番号①

－１ほか）取壊しその他工事請負契約について 
７ 武藤 経理管財課長 

第79号議案 大田区立入新井第一小学校校舎（棟番号

②－１ほか）取壊し工事請負契約について 
８ 武藤 経理管財課長 

区
民
部 

５ 

第 69 号議案 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有

する軽自動車等に対する軽自動車税の証紙徴収の方法

に関する条例の一部を改正する条例 

１ 佐藤 課税課長 

 

○外郭団体の経営状況報告 １件 

部局 件   名 
資料

番号 
説明者（所管課長名等） 

総
務
部 

大田区土地開発公社の経営状況報告について １ 武藤 経理管財課長 

 

  



○大田区立入新井第一小学校及び仮称大田区大森北四丁目複合施設の改築工事における漏水

事故について（経過報告） １件 

部局 件   名 
資料

番号 
説明者（所管課長名等） 

各
部
共
通 

大田区立入新井第一小学校及び仮称大田区大森北四丁目

複合施設の改築工事における漏水事故について（経過報

告） 

１ 小池 施設調整担当課長 

 

○所管事務報告 ３件 

部局 
報
告
順 

件   名 
資料

番号 
説明者（所管課長名等） 

企
画 

経
営
部 

１ 第１回大田区基本計画懇談会の実施報告について １ 須田 企画調整担当課長 

総
務
部 

２ 

工事請負契約の報告について 

・大田区南千束三丁目、下丸子四丁目付近管路耐震化

工事   

・本庁舎新設便所その他改修工事（Ⅱ期） 

・田園調布せせらぎ公園整備工事（体育施設周辺） 

１ 武藤 経理管財課長 

会
計 

管
理
室 

３ 令和５年度 大田区各会計歳入歳出決算 １ 杉村 会計管理者 

 



 

 

 

職員の退職管理に関する条例について 

 

 

１ 条例制定の理由 

地方公務員法第 38 条の６の規定に基づき、職員の退職管理に関し、必要な

事項を定めるため、条例を制定する。 

 

２ 制定概要 

 (１) 職員が、利害関係団体に対して管理監督職に就いている又は就いてい

た職員（以下「管理監督者等」という。）又は管理監督者等であった者の

ために再就職のあっせん等をすることを規制する。 

 (２) 管理監督者等が、利害関係団体に対して在職中に求職活動を行うこと

を規制する。 

 (３) 管理監督者等であった者が、離職後２年間、利害関係団体に対して求職

活動を行うことを規制する。 

(４) 職員の再就職を適正に管理するに当たり、大田区キャリア人材活用セン

ターを設置する。 

(５) 管理監督者等及び管理監督者等であった者の再就職の公正性の確保の

ため、区長の付属機関として、大田区退職管理委員会を設置する。 

 

３ 施行日 

公布の日 

 

４ 制定内容 

 別紙「議案」のとおり 

  

総 務 財 政 委 員 会 

令和６年６月 21 日・24 日 

総 務 部  資 料 １ 番 

所  管  人 事 課 



第 68 号議案 

職員の退職管理に関する条例 

上記の議案を提出する。 

令和６年６月 19 日 

提出者 大田区長 鈴 木 晶 雅 

職員の退職管理に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号。以下「法」とい

う。）第 38 条の６の規定に基づき、職員の退職管理に関し必要な事項を定める

ものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。 

(１) 管理監督者等 管理監督職（職員の給与に関する条例（昭和 26 年条例第

19 号）第９条の２第１項に規定する管理職手当が支給される職をいう。以下

同じ。）に就いている又は就いていた、現に職員である者をいう。 

(２) 管理監督者等であった者 管理監督職に就いていた、現に職員でない者

をいう。 

(３) 利害関係団体 営利企業等（法第 38 条の２第１項に規定する営利企業等

をいう。以下同じ。）のうち、管理監督職に就いている又は就いていたとき

の職務に利害関係を有するもの等として大田区規則（以下「区規則」という。）

で定めるものをいう。 

(４) 再就職のあっせん等 利害関係団体に対し、管理監督者等をその離職後

に、又は管理監督者等であった者を当該利害関係団体の地位に就かせること

を目的として、当該管理監督者等若しくは管理監督者等であった者に関する



情報を提供し、若しくは当該利害関係団体の地位に関する情報の提供を依頼

し、又は当該管理監督者等をその離職後に、若しくは管理監督者等であった

者を当該利害関係団体の地位に就かせることを要求し、若しくは依頼するこ

とをいう。 

(５) 求職活動 利害関係団体に対し、離職後に当該利害関係団体の地位に就

くことを目的として、自己に関する情報を提供し、若しくは当該地位に関す

る情報の提供を依頼し、又は当該地位に就くことを要求し、若しくは約束す

ることをいう。 

（再就職のあっせん等の規制） 

第３条 職員は、再就職のあっせん等をしてはならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

(１) 公務の公正性の確保に支障が生じないと認められる場合において、区規

則で定める手続により区長の承認を得て、管理監督者等又は管理監督者等で

あった者を当該承認に係る利害関係団体の地位に就かせることを目的として

人材情報の提供を行うとき。 

(２) 職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）その他の法令の定める職業の安定

に関する事務として行う場合 

(３) 退職手当通算予定職員（法第 38 条の２第３項に規定する退職手当通算予

定職員をいう。以下同じ。）を退職手当通算法人（同条第２項に規定する退

職手当通算法人をいう。以下同じ。）の地位に就かせることを目的として行

う場合 

(４) 公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律（平成 12 年

法律第 50 号）第 10 条第２項に規定する退職派遣者となることが予定されて

いる職員を派遣される利害関係団体の地位に就かせることを目的として行う

場合 



（管理監督者等に対する在職中の求職活動の規制） 

第４条 管理監督者等は、求職活動をしてはならない。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

(１) 管理監督者等が求職活動をすることにより公務の公正性の確保に支障が

生じないと認められる場合において、区規則で定める手続により区長の承認

を得て、当該管理監督者等が当該承認に係る利害関係団体に対して行うとき。 

(２) 前条第２項第１号の承認を得た管理監督者等が、当該承認に係る利害関

係団体に対して行う場合 

(３) 退職手当通算予定職員が退職手当通算法人に対して行う場合 

（管理監督者等であった者に対する離職後の求職活動の規制） 

第５条 区長は、管理監督者等であった者に対し、離職後２年間、求職活動をし

ないよう求めることができる。 

２ 前項の規定は、次に掲げる場合には適用しない。 

(１) 管理監督者等であった者が求職活動をすることにより公務の公正性の確

保に支障が生じないと認められる場合において、区規則で定める手続により

区長の承認を得て、当該管理監督者等であった者が当該承認に係る利害関係

団体に対して行うとき。 

(２) 第３条第２項第１号の承認を得た管理監督者等であった者が、当該承認 

に係る利害関係団体に対して行う場合 

(３) 退職手当通算予定職員であった者が退職手当通算法人に対して行う場合 

（大田区キャリア人材活用センターの設置） 

第６条 職員の再就職を適正に管理するに当たり、次に掲げる事項に関する事務

を行うことを目的として、大田区キャリア人材活用センター（以下「キャリア

人材活用センター」という。）を置く。 

(１)  営利企業等からの求人の申込みの受付及び区長による人材情報の提供 



(２)  その他退職管理の適正確保に関する事務 

２  キャリア人材活用センターの運営における前項各号に掲げる事務に関して必

要な事項については、区規則で定める。 

（大田区退職管理委員会の設置） 

第７条 管理監督者等及び管理監督者等であった者の再就職の公正性の確保のた

め、区長の付属機関として、大田区退職管理委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

２ 委員会は、この条例の規定によりその権限に属された事項を処理する。 

３ 区長は、次に掲げる承認を行う場合には、あらかじめ委員会に諮問しなけれ

ばならない。 

(１) 第３条第２項第１号に規定する人材情報の提供の承認 

(２) 第４条第２項第１号に規定する管理監督者等による求職活動の承認 

(３) 第５条第２項第１号に規定する管理監督者等であった者による離職後の

求職活動の承認 

４ 委員会は、前項各号に掲げる事項の審議のほか、管理監督者等及び管理監督

者等であった者の退職管理の適正確保に関する事項について、区長から報告を

受けることができる。 

５ 区長は、第３項各号に掲げる事項の審議のほか、管理監督者等及び管理監督

者等であった者の退職管理の適正確保に関する事項について、委員会へ意見を

求めることができる。 

（委員会の組織） 

第８条 委員会は、３人の委員をもって組織する。 

２ 委員は、非常勤とする。 

３ 委員会に委員長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

４ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 



５ 委員長に事故があるときは、あらかじめ委員長の指名する委員がその職務を

代理する。 

（委員の委嘱） 

第９条 委員は、人格が高潔であり、職員の退職管理に関する事項に関し公正な

判断をすることができる者であって、法令及び人事管理に関する優れた知識及

び経験を有するもののうちから、区長が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

ただし、再任を妨げない。 

３ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同 

様とする。 

（委員の解職） 

第10条 区長は、委員が次の各号のいずれかに該当するときは、委員を解職する

ことができる。 

(１) 破産手続開始の決定を受けたとき。 

(２) 禁錮以上の刑に処せられたとき。 

(３) 心身の故障により職務を遂行することができないと認められるとき。 

(４) 前条第３項前段の規定に違反したとき。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、委員に職務上の義務違反その他委員たるに

適しない非行があると区長が認めるとき。 

（委任） 

第11条 この条例の施行に関し必要な事項は、区規則で定める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 



２ 第５条の規定は、この条例の施行前に離職した者には適用しない。 

（提案理由） 

職員の退職管理に関し必要な事項を定めるため、条例を制定する必要があるの

で、この案を提出する。 

 



 

 

大田区手数料条例の一部を改正する条例について 

 

１ 改正理由 

以下の理由から所要の規定を整備する必要があるため、条例の一部を改正する。 

（１） 宅地造成等規制法が宅地造成及び特定盛土等規制法（以下「盛土規制法」

という。）に改正され、同法に基づく規制区域の指定が行われることに伴い、

許可申請等の手数料を定める必要がある。 

 （２） 建築基準法施行令の改正に伴い、認定制度が新設されたことにより申請

手数料を定める必要がある。 

 

２ 改正概要 

（１） 盛土規制法に基づき東京都から大田区が宅地造成等工事規制区域に指定さ

れ、その運用が開始されることに伴い、次のとおり規定を整備する。（別添１） 

  ア 一定規模以上の宅地造成工事等に関する工事の許可申請若しくは変更許

可申請を行う場合又は盛土規制法調書の写し若しくは盛土規制法に適合す

ることを示す証明書を交付する場合における手数料を新設する。 

  イ 都市計画法に基づく開発行為の許可が、盛土規制法に基づく工事の許可を

受けたものとみなされることにより、開発行為の審査の業務量が増加するた

め、手数料の額を改正する。 

  ウ その他規定の整備を行う。 

（２） 建築基準法施行令の改正に伴い、接道義務又は道路内建築制限の適用を受

けない既存不適格建築物の大規模の修繕又は模様替を行う場合の緩和に係

る特例認定制度が創設されたため、認定申請手数料を新設する。（別添２） 

 

３ 施行日 

  令和６年７月 31 日から施行する。 

ただし、（２）については公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

  

総務財政委員会 

令和６年６月 21・24 日 

総務部 資料２番 

所管 総務課 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添１ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添２ 

 



大田区手数料条例（昭和 32 年条例第 24号）新旧対照表 

新 旧 

○大田区手数料条例 ○大田区手数料条例 

昭和 32 年 12 月２日 

条例第 24号 

 

第１条から第６条まで(略） 

昭和 32 年 12 月２日 

条例第 24号 

 

第１条から第６条まで（略） 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

項 事務 名称及び額（１件につき） 徴収

時期 

１から 106 の３の２の２まで（略） 

106

の

３

の

２

の

３ 

建 築 基 準

法施行令第

137条の12第

６項の規定

に基づく既

存の建築物

に対する制

限の緩和に

係る認定の

申請に対す

る審査 

 既存建築物の敷地と道路

との関係の制限の緩和に係

る認定申請手数料 

28,000 円 

認 定

申 請

の と

き 

106

の

３

の

２

の

４ 

建 築 基 準

法施行令第 1

37 条の 12 第

７項の規定

に基づく既

存の建築物

に対する制

限の緩和に

係る認定の

申請に対す

る審査 

 

 

 

 

 

 

既存建築物の道路内の建

築制限の緩和に係る認定申

請手数料 

28,000 円 

認 定

申 請

の と

き 

項 事務 名称及び額（１件につき） 徴収

時期 

１から 106 の３の２の２まで（略） 

106

の

３

の

２

の

３ 

建 築 基 準

法施行令第 1

37 条の 16 第

２号の規定

に基づく建

築物の移転

の認定の申

請に対する

審査 

 

 

建築物の移転認定申請手

数料 

28,000 円 

 

認 定

申 請

の と

き 

（

新

設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （ 新

設） 



106

の

３

の

２

の

５ 

建 築 基 準

法施行令第 1

37 条の 16 第

２号の規定

に基づく建

築物の移転

の認定の申

請に対する

審査 

建築物の移転認定申請手

数料 

28,000 円 

 

認 定

申 請

の と

き 

 

106 の３の３から 107 の２まで（略） 

108 都 市 計 画

法第 29 条第

１項又は第

２項の規定

に基づく開

発行為の許

可の申請に

対する審査 

開発行為許可申請手数料 許 可

申 請

の と

き 

(１) 主として自己の居

住の用に供する住宅の

建築の用に供する目的

で行う開発行為の場合

 開発区域の面積に応

じ、次に掲げる額 

ア 0.1 ヘクタ

ール未満の

もの 

13,000

円 

イ 0.1 ヘクタ

ール以上 0.3

ヘクタール

未満のもの 

39,000

円 

ウ 0.3 ヘクタ

ール以上 0.6

ヘクタール

未満のもの 

76,000

円 

エ 0.6 ヘクタ

ール以上１

ヘクタール

未満のもの 

149,00

0 円 

オ １ヘクター

ル以上３ヘ

クタール未

満のもの 

225,00

0 円 

カ ３ヘクター

ル以上６ヘ

クタール未

305,00

0 円 

（

新

設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） （新設） （ 新

設） 

 

106 の３の３から 107 の２まで（略） 

108 都 市 計 画

法第 29 条の

規定に基づ

く開発行為

の許可の申

請に対する

審査 

開発行為許可申請手数料 許 可

申 請

の と

き 

(１) 主として自己の居

住の用に供する住宅の

建築の用に供する目的

で行う開発行為の場合

 開発区域の面積に応

じ、次に掲げる額 

ア 0.1 ヘクタ

ール未満の

もの 

13,000

円 

イ 0.1 ヘクタ

ール以上 0.3

ヘクタール

未満のもの 

34,000

円 

ウ 0.3 ヘクタ

ール以上 0.6

ヘクタール

未満のもの 

65,000

円 

エ 0.6 ヘクタ

ール以上１

ヘクタール

未満のもの 

133,00

0 円 

オ １ヘクタ

ール以上３

ヘクタール

未満のもの 

200,00

0 円 

カ ３ヘクタ

ール以上６

ヘクタール

261,00

0 円 



満のもの 

キ ６ヘクター

ル以上 10 ヘ

クタール未

満のもの 

370,00

0 円 

ク 10 ヘクター

ル以上のも

の 

497,00

0 円 

(２) 主として住宅以外

の建築物で自己の業務

の用に供するものの建

築又は自己の業務の用

に供する特定工作物の

建設の用に供する目的

で行う開発行為の場合

 開発区域の面積に応

じ、次に掲げる額 

ア 0.1 ヘクタ

ール未満の

もの 

21,000

円 

イ 0.1 ヘクタ

ール以上 0.3

ヘクタール

未満のもの 

51,000

円 

ウ 0.3 ヘクタ

ール以上 0.6

ヘクタール

未満のもの 

113,00

0 円 

エ 0.6 ヘクタ

ール以上１

ヘクタール

未満のもの 

204,00

0 円 

オ １ヘクター

ル以上３ヘ

クタール未

満のもの 

340,00

0 円 

カ ３ヘクター

ル以上６ヘ

クタール未

457,00

0 円 

未満のもの 

キ ６ヘクタ

ール以上 10

ヘクタール

未満のもの 

337,00

0 円 

ク 10 ヘクタ

ール以上の

もの 

460,00

0 円 

(２) 主として住宅以外

の建築物で自己の業務

の用に供するものの建

築又は自己の業務の用

に供する特定工作物の

建設の用に供する目的

で行う開発行為の場合

 開発区域の面積に応

じ、次に掲げる額 

ア 0.1 ヘクタ

ール未満の

もの 

20,000

円 

イ 0.1 ヘクタ

ール以上 0.3

ヘクタール

未満のもの 

46,000

円 

ウ 0.3 ヘクタ

ール以上 0.6

ヘクタール

未満のもの 

100,00

0 円 

エ 0.6 ヘクタ

ール以上１

ヘクタール

未満のもの 

185,00

0 円 

オ １ヘクタ

ール以上３

ヘクタール

未満のもの 

307,00

0 円 

カ ３ヘクタ

ール以上６

ヘクタール

415,00

0 円 



満のもの 

キ ６ヘクター

ル以上 10 ヘ

クタール未

満のもの 

567,00

0 円 

ク 10 ヘクター

ル以上のも

の 

795,00

0 円 

(３) (１)及び(２)に掲

げる場合以外のもの 

開発区域の面積に応

じ、次に掲げる額 

ア 0.1 ヘクタ

ール未満の

もの 

141,00

0 円 

イ 0.1 ヘクタ

ール以上 0.3

ヘクタール

未満のもの 

215,00

0 円 

ウ 0.3 ヘクタ

ール以上 0.6

ヘクタール

未満のもの 

320,00

0 円 

エ 0.6 ヘクタ

ール以上１

ヘクタール

未満のもの 

379,00

0 円 

オ １ヘクター

ル以上３ヘ

クタール未

満のもの 

573,00

0 円 

カ ３ヘクター

ル以上６ヘ

クタール未

満のもの 

654,00

0 円 

キ ６ヘクター

ル以上 10 ヘ

クタール未

満のもの 

808,00

0 円 

未満のもの 

キ ６ヘクタ

ール以上 10

ヘクタール

未満のもの 

521,00

0 円 

ク 10 ヘクタ

ール以上の

もの 

737,00

0 円 

(３) (１)及び(２)に掲

げる場合以外のもの 

開発区域の面積に応

じ、次に掲げる額 

ア 0.1 ヘクタ

ール未満の

もの 

131,00

0 円 

イ 0.1 ヘクタ

ール以上 0.3

ヘクタール

未満のもの 

199,00

0 円 

ウ 0.3 ヘクタ

ール以上 0.6

ヘクタール

未満のもの 

292,00

0 円 

エ 0.6 ヘクタ

ール以上１

ヘクタール

未満のもの 

348,00

0 円 

オ １ヘクタ

ール以上３

ヘクタール

未満のもの 

525,00

0 円 

カ ３ヘクタ

ール以上６

ヘクタール

未満のもの 

599,00

0 円 

キ ６ヘクタ

ール以上 10

ヘクタール

未満のもの 

746,00

0 円 



ク 10 ヘクター

ル以上のも

の 

1,081,

000 円 

109 都 市 計 画

法第 35 条の

２の規定に

基づく開発

行為の変更

許可の申請

に対する審

査 

開発行為変更許可申請手

数料 変更許可申請１件に

つき、次に掲げる額を合算

した額。ただし、その額が1,

081,000円を超えるときは、

その手数料の額は、1,081,0

00 円とする。 

変 更

許 可

申 請

の と

き 

(１) 開発行為に関する

設計の変更（(２)のみ

に該当する場合を除

く。）については、開発

区域の面積（(２)に規

定する変更を伴う場合

にあつては変更前の開

発区域の面積、開発区

域の縮小を伴う場合に

あつては縮小後の開発

区域の面積）に応じ、1

08の項に規定する額に

10分の１を乗じて得た

額 

(２) 新たな土地の開発

区域への編入に係る都

市計画法第 30 条第１

項第１号から第４号ま

でに掲げる事項の変更

については、新たに編

入される開発区域の面

積に応じ、108の項に規

定する額 

(３) (１)及び

(２)の変更以

外のもの 

 

15,000

円 

110 から 113 まで （略） 

114 都 市 計 画 開発登録簿A１版 700 円 交 付

ク 10 ヘクタ

ール以上の

もの 

1,004,

000 円 

109 都 市 計 画

法第 35 条の

２の規定に

基づく開発

行為の変更

許可の申請

に対する審

査 

開発行為変更許可申請手

数料 変更許可申請書１件

につき、次に掲げる額を合

算した額。ただし、その額

が 1,004,000 円を超えると

きは、その手数料の額は、

1,004,000 円とする。 

変 更

許 可

申 請

の と

き 

(１) 開発行為に関する

設計の変更（(２)のみ

に該当する場合を除

く。）については、開発

区域の面積（(２)に規

定する変更を伴う場合

にあつては変更前の開

発区域の面積、開発区

域の縮小を伴う場合に

あつては縮小後の開発

区域の面積）に応じ、

108 の項に規定する額

に 10 分の１を乗じて

得た額 

(２) 新たな土地の開発

区域への編入に係る都

市計画法第 30 条第１

項第１号から第４号ま

でに掲げる事項の変更

については、新たに編

入される開発区域の面

積に応じ、108 の項に

規定する額 

(３) (１)及び

(２)の変 

更以外のも 

の 

15,000

円 

110 から 113 まで （略） 

114 都 市 計 画 開発登録簿A１版 700 円 交 付



法第 47 条第

５項の規定

に基づく開

発登録簿の

写しの交付 

の写しの交付

手数料 

１ 通

に つ

き 

申 請

の と

き 

A３版

１ 通

に つ

き 

300 円 交 付

申 請

又 は

交 付

の と

き 

114

の

２ 

都 市 計 画

法施行規則

（昭和 44 年

建設省令第

49 号）第 60

条の規定に

基づく証明

書の交付 

証明書の交

付手数料 

１ 通

に つ

き 

900 円 交 付

申 請

の と

き 

114

の

３ 

宅 地 造 成

及び特定盛

土等規制法

（昭和 36 年

法 律 第 191

号）第 12条第

１項の規定

に基づく宅

地造成等に

関する工事

の許可の申

請に対する

審査 

宅地造成、特定盛土等又

は土石の堆積工事許可申請

手数料 

許 可

申 請

の と

き (１) 宅地造成又は特定

盛土等を行う場合 切

土又は盛土をする土地

の面積に応じ、次に掲

げる額 

ア 500 平方メ

ートル以内

のもの 

20,000

円 

 イ 500 平方メ

ートルを超

え、1,000 平

方メートル

以内のもの 

34,000

円 

    ウ 1,000 平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

54,000

円 

    エ 2,000 平方 89,000

法第 47 条第

５項の規定

に基づく開

発登録簿の

写しの交付 

の写しの交付

手数料 

１ 枚

に つ

き 

申 請

の と

き 

A３版

１ 枚

に つ

き 

300 円 交 付

申 請

又 は

交 付

の と

き 

（

新

設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設）   （ 新

設） 

（

新

設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設）   （ 新

設） 



メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

円 

    オ 5,000 平方

メートルを

超え、10,000

平方メート

ル以内のも

の 

123,00

0 円 

    カ 10,000 平

方メートル

を超え、20,0

00 平方メー

トル以内の

もの 

201,00

0 円 

    キ 20,000 平

方メートル

を超え、40,0

00 平方メー

トル以内の

もの 

220,00

0 円 

    ク 40,000 平

方メートル

を超え、70,0

00 平方メー

トル以内の

もの 

275,00

0 円 

 

    ケ 70,000 平

方メートル

を超え、100,

000 平方メー

トル以内の

もの 

364,00

0 円 

    コ 100,000 平

方メートル

を超えるも

の 

533,00

0 円 

  (２) 土石の堆積を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



場合 土石の堆積をす

る土地の面積に応じ、

次に掲げる額 

  ア 500 平方メ

ートル以内

のもの 

18,000

円 

 

  イ 500 平方メ

ートルを超

え、1,000 平

方メートル

以内のもの 

28,000

円 

 

    ウ 1,000 平方

メートルを

超え、2,000

平方メート

ル以内のも

の 

35,000

円 

 

    エ 2,000 平方

メートルを

超え、5,000

平方メート

ル以内のも

の 

54,000

円 

 

    オ 5,000 平方

メートルを

超え、10,000

平方メート

ル以内のも

の 

66,000

円 

 

    カ 10,000 平

方メートル

を超え、20,0

00 平方メー

トル以内の

もの 

121,00

0 円 

 

    キ 20,000 平

方メートル

を超え、40,0

00 平方メー

トル以内の

134,00

0 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



もの 

    ケ 40,000 平

方メートル

を超え、70,0

00 平方メー

トル以内の

もの 

163,00

0 円 

 

    コ 70,000 平

方メートル

を超え、100,

000 平方メー

トル以内の

もの 

207,00

0 円 

 

    ク 100,000 平

方メートル

を超えるも

の 

292,00

0 円 

 

114

の

４ 

宅 地 造 成

及び特定盛

土等規制法

第 16 条第１

項の規定に

基づく宅地

造成等に関

する工事に

関する計画

の変更許可

の申請に対

する審査 

宅地造成、特定盛土等又

は土石の堆積工事変更許可

申請手数料 

変 更

許 可

申 請

の と

き 

 (１) 宅地造成又は特定

盛土等を行う場合 変

更許可申請１件につ

き、次に掲げる額を合

算した額。ただし、その

額が 533,000 円を超え

るときは、その手数料

の額は、533,000円とす

る。 

 ア 宅地造成又は特定

盛土等に関する工事

の設計の変更（イの

みに該当する場合を

除く。）については、

切土又は盛土をする

土地の面積（イに規

定する変更を伴う場

合にあつては変更前

の切土又は盛土をす

る土地の面積、切土

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（

新

設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設）   （ 新

設） 



又は盛土をする土地

の縮小を伴う場合に

あつては縮小後の切

土又は盛土をする土

地の面積）に応じ、

114 の３の項に規定

する額に 10 分の１

を乗じて得た額 

  イ 新たな土地の切土

又は盛土をする土地

への編入に係る宅地

造成又は特定盛土等

に関する工事の設計

の変更については、

新たに編入された切

土又は盛土をする土

地の面積に応じ、114

の３の項に規定する

額 

 

  ウ ア及びイ

の変更以外

のもの 

15,000

円 

 

  (２) 土石の堆積を行う

場合 変更許可申請１

件につき、次に掲げる

額を合算した額。ただ

し、その額が 292,000

円を超えるときは、そ

の 手 数 料 の 額 は 、

292,000 円とする。 

 

  ア 土石の堆積に関す

る工事の設計の変更

（イのみに該当する

場合を除く。）につい

ては、土石の堆積を

する土地の面積（イ

に規定する変更を伴

う場合にあつては変

更前の土石の堆積を

する土地の面積、土

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



石の堆積をする土地

の縮小を伴う場合に

あつては縮小後の土

石の堆積をする土地

の面積）に応じ、114

の３の項に規定する

額に 10 分の１を乗

じて得た額 

  イ 新たな土石の堆積

をする土地への編入

に係る土石の堆積に

関する工事の設計の

変更については、新

たに編入された土石

の堆積をする土地の

面積に応じ、114の３

の項に規定する額 

 

  ウ ア及びイ

の変更以外

のもの 

15,000

円 

 

114

の

５ 

宅 地 造 成

及び特定盛

土等規制法

施行規則（昭

和 37 年建設

省令第３号）

第 88 条の規

定に基づく

証明書の交

付 

証明書の交

付手数料 

１ 通

に つ

き 

900 円 交 付

申 請

の と

き 

114

の

６ 

宅 地 造 成

及び特定盛

土等規制法

施行条例（令

和６年東京

都条例第 36

号）第５条第

３項に基づ

く盛土規制

法調書の写

盛土規制法

調書の写しの

交付手数料 

１ 通

に つ

き 

700 円 交 付

申 請

の と

き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（

新

設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設）   （ 新

設） 

（

新

設） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設）   （ 新

設） 



しの交付 

115 から 137 まで （略） 
 

 

115 から 137 まで （略） 
 

別表第２及び別表第３（略） 

付 則 

この条例は、令和６年７月 31 日から施行する。

ただし、別表第１の 106 の３の２の３の項から 106

の３の２の５の項までの改正規定は、公布の日から

施行する。 

 

別表第２及び別表第３（略） 

 



 

 

包括外部監査契約の締結について 

 

１ 契約の相手方 

氏名 須 山  敦 子 

  資格 公認会計士 

２ 契約期間 

  令和６年７月１日から令和７年３月 31 日まで 

３ 契約金額 

  1,210 万円を上限とする額 

４ 費用の支払方法 

  監査の結果に関する報告提出後に一括払い 

【提案理由】 

包括外部監査契約を締結するに当たり、地方自治法第 252 条の 36 第２項

の規定に基づき、議会の議決を経る必要があるので、この案を提出する。 

 

 

【当区契約実績（官公庁実績）】 

令和５年８月 指定管理者モニタリングに係る財務審査 

【選定経過】 

大田区外部監査人選定委員会を開催し、区管理職３名が選定委員として、

以下のとおり選定を行った。 

日本公認会計士協会東京会会長から推薦された２名の候補者について、提

案書、履歴書から読み取れる区政への関心、監査に関する十分な知識及び経

験並びに本人へのヒアリングによる区政の向上に対する意欲、積極性、堅実

性を中心に採点方式により審議した結果、包括外部監査の契約締結における

内定者を決定した。 

総 務 財 政 委 員 会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料３番 

所管 内部統制・情報セキュリティ担当課長 



 

 

 

大田区立くすのき園及び大田区立南六郷福祉園増築並びに大田区立くすのき園

大規模改修工事請負契約について 

 

 

１ 工事概要 

 

（１）工事件名   大田区立くすのき園及び大田区立南六郷福祉園増築及び大規模 

改修工事 

 

（２）工事場所   大田区南六郷三丁目 23 番９号及び南六郷三丁目 23 番８号 

 

（３）工  期      契約有効の日から令和８年１月９日まで 

 

（４）工事内容   ア 増築工事 増築棟 Ｓ造地上６階建 約 3,025 ㎡ 

駐輪場 Ｓ造地上１階 約 63 ㎡ 

イ 内部改修工事（スケルトン改修） 約 1,390 ㎡ 

ウ 外壁改修工事 約 880 ㎡ 

エ 防水改修工事 約 250 ㎡ 

２ 案内図 

 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料４番 

所管 経理管財課 

工事場所 

多摩川六郷橋緑地 

南六郷小学校 

六郷小学校 



入　札　経　過　調　書

第75号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称 サンユー・鏑谷建設工事共同企業体

所在地 大田区南雪谷二丁目17番８号

　契約金額（税　込） ￥２，４８６，０００，０００　(落札率99.67％）

￥２，２６０，０００，０００

￥２，４９４，３３８，０００

￥２，２６７，５８０，０００

契約有効の日から令和８年１月９日まで

件名
大田区立くすのき園及び大田区立南六郷福祉園増築及
び大規模改修工事令和６年５月14日

1
河津・蔵王
　　　建設工事共同企業体

￥2,490,000,000

3

レ￥2,260,000,000

￥2,550,000,000

 

サンユー・鏑谷
　　　建設工事共同企業体

醍醐・横山
　　　建設工事共同企業体

2

6

4

 

7

契約の相手方 　　

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）

　工　　期

5



 
 

 

 

 

大田区立田園調布中学校外壁改修その他工事（Ⅱ期）請負契約について 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   大田区立田園調布中学校外壁改修その他工事（Ⅱ期） 

 

(２)工事場所   大田区田園調布二丁目 60 番１号 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和７年２月 14 日まで 

 

(４)工事内容   ア 外壁改修工事 一式 

イ 屋上防水改修工事 一式 

ウ 吹抜け天井非構造部材の耐震改修工事 

２ 案内図 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料５番 

所管 経理管財課 

工事場所 

田園調布中学校 

田園調布小学校 

田
園
調
布
駅 



入　札　経　過　調　書

第76号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称 醍醐建設株式会社

所在地 大田区西蒲田七丁目18番４号

　契約金額（税　込） ￥２３１，０００，０００　(落札率99.30％）

￥２１０，０００，０００

￥２３２，６２８，０００

￥２１１，４８０，０００

契約有効の日から令和７年２月14日まで

件名 大田区立田園調布中学校外壁改修その他工事（Ⅱ期）
令和６年５月15日

1 小川建設株式会社 ￥230,000,000

3

リノ・ハピア株式会社

￥228,000,000

レ￥210,000,000

￥224,000,000  

サンユー建設株式会社

醍醐建設株式会社

2

6

4

 

7

契約の相手方 　　

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）

　工　　期

5



 

 

 

大田区立くすのき園及び大田区立南六郷福祉園増築並びに大田区立くすのき

園大規模改修電気設備工事請負契約について 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   大田区立くすのき園及び大田区立南六郷福祉園増築及び大規模

改修電気設備工事 

 

(２)工事場所   大田区南六郷三丁目 23 番９号及び南六郷三丁目 23 番８号 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和８年１月９日まで 

 

(４)工事内容   ア 大田区立くすのき園及び大田区立南六郷福祉園増築工事に伴う

電気設備工事 

イ 大田区立くすのき園大規模改修工事に伴う電気設備工事 

  

２ 案内図 

 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料６番 

所管 経理管財課 

工事場所 

六郷小学校 

南六郷小学校 

多摩川六郷橋緑地 



入　札　経　過　調　書

第77号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第 １ 回 入 札 （ 税 抜 ） 第２回入札（税抜）

名　称 永岡・城南建設工事共同企業体

所在地 大田区本羽田三丁目１番９号

　契約金額（税　込）

  ￥５２０，０００，０００

  ￥５９１，８４４，０００

  ￥５３８，０４０，０００

契約有効の日から令和８年１月９日まで

8

　工　　期
 

契約の相手方 　　

  ￥５７２，０００，０００　　（落札率96.65％）

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）
 

5

6

3

4

7

件名
大田区立くすのき園及び大田区立南六郷福祉園増築及
び大規模改修電気設備工事令和６年５月15日

2

永岡・城南
　　  建設工事共同企業体

1 レ￥520,000,000



 

 

 

 

大田区立馬込第三小学校校舎（棟番号①－１ほか）取壊しその他工事請負契約

について 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   大田区立馬込第三小学校校舎（棟番号①－１ほか）取壊しその他 

工事 

 

(２)工事場所   大田区北馬込一丁目 28 番１号 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和７年 10 月 31 日まで 

 

(４)工事内容   ア 取壊し工事 一式 

イ 外構撤去工事 一式 

ウ 体育館改修工事 一式 

エ ア～ウに伴う設備機器撤去工事 一式 

２ 案内図 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料７番 

所管 経理管財課 

工事場所 

馬込第三小学校 

北馬込一丁目 



入　札　経　過　調　書

第78号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称 酒井・共栄建設工事共同企業体

所在地 大田区南雪谷一丁目６番６号

　契約金額（税　込） ￥５０９，３００，０００　(落札率93.44％）

￥４６３，０００，０００

￥５４５，０６１，０００

￥４９５，５１０，０００

契約有効の日から令和７年10月31日まで

6

4

 

7

契約の相手方 　　

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）

　工　　期

5

3

レ￥463,000,000

 

酒井・共栄
　　　建設工事共同企業体

2

件名
大田区立馬込第三小学校校舎（棟番号①－１ほか）取
壊しその他工事令和６年５月15日

1
門倉・ツチヤ
　　　建設工事共同企業体

￥485,000,000



 

 

 

大田区立入新井第一小学校校舎（棟番号②－１ほか）取壊し工事請負契約につ

いて 

 

 

１ 工事概要 

 

(１)工事件名   大田区立入新井第一小学校校舎（棟番号②－１ほか）取壊し工事 

 

(２)工事場所   大田区大森北四丁目６番 

 

(３)工  期      契約有効の日から令和７年５月 30 日まで 

 

(４)工事内容   ア 既存校舎取壊し工事 一式 

イ 付属建物及び工作物等取壊し工事 一式 

２ 案内図 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料８番 

所管 経理管財課 

大森駅 

 大森海岸駅 

 

工事場所 

入新井第一 

小学校 

入新井第五 

小学校 

大森第二 

中学校 
平和島駅 

 



入　札　経　過　調　書

第79号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称 門倉工業株式会社　東京営業所

所在地 大田区東矢口二丁目17番19号

　契約金額（税　込） ￥２１４，５００，０００　(落札率86.10％）

￥１９５，０００，０００

￥２４９，１２８，０００

￥２２６，４８０，０００

契約有効の日から令和７年５月30日まで

￥240,000,000

辞退第一解体工事株式会社

ツチヤ産業株式会社

￥270,000,000

￥295,000,000

不参

6

4

 

7

契約の相手方 　　

（税　抜）

予定価格（税　込）

（税　抜）

　工　　期

酒井建設工業株式会社5

3

株式会社共栄興業

￥263,000,000

￥250,000,000

辞退

レ￥195,000,000

￥240,000,000

 

門倉工業株式会社　東京営
業所

金沢商店株式会社

2

件名
大田区立入新井第一小学校校舎（棟番号②－１ほか）
取壊し工事令和６年５月15日

1 カイタイ工業株式会社 ￥278,000,000 不参



 

 

 

 

 アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の証紙徴収の方法に関

する条例の一部改正について 

 

『日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約第６条に基づく施設及び区域並び

に日本国における合衆国軍隊の地位に関する協定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関する法律』

の改正に伴い、次のとおり規定を整備する。 

 

１ 徴収方法に普通徴収等を追加する規定等の改正 

条例 改正の概要 施行日 

条例名称 

 

第１条 

（目的） 

 

第３条 

（徴収の方法） 

 

第４条 

（証紙徴収の手続） 

 

 アメリカ合衆国の軍隊の構成員等が所有する自動車に係る

軽自動車の種別割の徴収方法について、従前の証紙を用いる

方法に加え、普通徴収及び証紙現物以外の方法による証紙徴

収も可能とする規定を設ける。 

公布の日 

 

２ その他規定の整備 

条例 改正の概要 施行日 

第１条 

（目的） 

 

第２条 

（税率） 

 

第３条 

（徴収の方法） 

 

第４条 

（証紙徴収の手続） 

 

第５条 

（納期） 

 

大田区特別区税条例と同様に「軽自動車税」を「軽自動車税

の種別割（種別割）」に改めるとともに、税率その他文言を整

備する。 

公布の日 

 

総務財政委員会 

令和６年６月 21・24 日 

区民部 資料１番 

所管 課税課 



1 

アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有する軽自動車等に対する軽自動車税の 証 紙 徴 収 の

方 法 に関する条例（昭和28年条例第16号）新旧対照表 

新 旧 

○アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有す

る軽自動車等に対する軽自動車税の種別割

の賦課徴収の特例に関する条例 

○アメリカ合衆国軍隊の構成員等の所有す

る軽自動車等に対する軽自動車税の証紙徴

収の方法    に関する条例 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、日本国とアメリカ合

衆国との間の相互協力及び安全保障条約

第６条に基づく施設及び区域並びに日本

国における合衆国軍隊の地位に関する協

定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関

する法律（昭和27年法律第119号。以下「特

例法」という。）第４条第１項の規定に

基き、軽自動車税の 種 別 割（ 以 下「 種

別 割 」 と い う 。 ） の賦課徴収の方法に

ついて大田区特別区税条例（昭和39年条

例第52号。以下「条例」という。）の特

例を設けることを目的とする。 

第１条 この条例は、日本国とアメリカ合

衆国との間の相互協力及び安全保障条約

第６条に基づく施設及び区域並びに日本

国における合衆国軍隊の地位に関する協

定の実施に伴う地方税法の臨時特例に関

する法律（昭和27年法律第119号。以下「特

例法」という。）第４条第１項の規定に

基き、軽自動車税           

        の証紙徴収の方法に

ついて大田区特別区税条例（昭和39年条

例第52号。以下「条例」という。）の特

例を設けることを目的とする。 

（税率） （徴収の方法） 

第２条 合衆国軍隊の構成員等、契約者又

は軍人用販売機関等（特例法第２条第４

項から第６項までに規定するものをい

う。）の所有する原動機付自転車、軽自

動車及び２輪の小型自動車（以下「軽自

動車等」という。）に対する種別割の税

率は、条例第39条の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる区分に応じ、１台につ

いて、それぞれ当該各号に定める額とす

る。 

第２条 合衆国軍隊の構成員等、契約者又

は軍人用販売機関等（特例法第２条第４

項から第６項までに規定するものをい

う。）の所有する原動機付自転車、軽自

動車、小型特殊自動車および二輪の小型

自動車（以下「軽自動車等」という。）

に対する軽自動車税については、この条

例の定めるところにより、証紙徴収の方

法による。 

(１) 原動機付自転車 年額 500円  

(２) 軽自動車  

ア ２輪又は３輪のもの 年額 

1,000円 

 

  イ ４輪以上のもの 年額 3,000円  

(３) ２輪の小型自動車 年額 1,000  

  円 

 

（徴収の方法） （ 証 紙 徴 収 の 手 続 ）  

第３条 前条に規定する軽自動車等に対す

る種 別 割 については、普通徴収又は証紙

徴収の方法によつて徴収する。 

第 ３ 条  前 条 に 規 定 す る 軽 自 動 車 等

に 対 す る 軽 自 動 車 税 の 納 税 義 務 者

は 、 当 該 税 額 を 軽 自 動 税 納 税 証 紙

（ 以 下「 証 紙 」と い う 。）に よ っ て



2 

新 旧 

払 い 込 ま な け れ ば な ら な い 。  

 ２  軽 自 動 車 税 の 納 税 義 務 は 、前 項 の

規 定 に よ る 証 紙 に 軽 自 動 車 税 納 税

済 証 印 に よ る 検 印 を 受 け た 時 に 消

滅 す る も の と す る 。  

（ 証 紙 徴 収 の 手 続 ）   

第 ４ 条  前 条 に 規 定 す る 証 紙 徴 収 の

方 法 に よ つ て 種 別 割 を 納 付 す る 場

合 に は 、種 別 割 の 納 税 義 務 者 は 、当

該 税 額 を 軽 自 動 車 税（ 種 別 割 ）納 税

証 紙（ 以 下「 証 紙 」と い う 。）に よ

つ て 払 い 込 ま な け れ ば な ら な い 。こ

の 場 合 に お い て は 、種 別 割 を 納 付 す

る 義 務 が 発 生 す る こ と を 証 す る 書

類 に 、証 紙 の 額 面 金 額 に 相 当 す る 現

金 の 納 付 を 受 け た 後 納 税 済 印 を 押

す こ と に よ り 、証 紙 に 代 え る こ と が

で き る 。  

（ 新 設 ）  

２  前 項 の 規 定 に よ り 証 紙 徴 収 の 方

法 に よ つ て 徴 収 す る 種 別 割 の 納 税

義 務 は 、同 項 前 段 に 規 定 す る 証 紙 又

は 同 項 後 段 に 規 定 す る 書 類 に 軽 自

動 車 税（ 種 別 割 ）納 税 済 証 印 に よ る

検 印 を 受 け た 時 に 消 滅 す る も の と

す る 。  

 

（ 納 期 ）  （ 納 期 ）  

第 ５ 条  種 別 割   の 納 期 は ４ 月 11

日 か ら 同 月 30日 ま で と す る 。  

第 ４ 条  軽 自 動 車 税 の 納 期 は ４ 月 11

日 か ら 同 月 30日 ま で と す る 。  

２  賦 課 期 日 後 新 た に 納 税 義 務 が 発

生 し た 者 に 対 し て 課 す る 種 別 割   

 の 納 期 は 、 区 長 が 定 め る 。  

２  賦 課 期 日 後 新 た に 納 税 義 務 が 発

生 し た 者 に 対 し て 課 す る 軽 自 動 車

税 の 納 期 は 、 区 長 が 定 め る 。  

（ 条 例 施 行 の 細 目 ）  （ 条 例 施 行 の 細 目 ）  

第６条 この条例に定めるものを除く外、

この条例の施行に関し必要な事項は区長

が定める。 

第５条 この条例に定めるものを除く外、

この条例の施行に関し必要な事項は区長

が定める。 

付 則  

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す

る 。  

 

  

 



 

大田区土地開発公社の経営状況報告について 

 

１ 経営状況（令和５年度）                   

貸
借
対
照
表 

資  産 

流動資産計 ７,０７１,１９６,９１０  

固定資産計 ０ 

資 産 合 計 ７,０７１,１９６,９１０ 

負  債 

流 動 負 債 ２７７,１４５,６１６ 

固 定 負 債 ６,７３３,１８０,０１８ 

負 債 合 計 ７,０１０,３２５,６３４ 

資  本 資本合計  
６０,８７１,２７６ 

（当期純利益５７９,５８６） 

損
益
計
算
書 

経
常
損
益 

事 業 

事業収益  ２,６６９,８３３,４４６ 

事業原価  ２,６６４,３２０,８２１ 

販売費及び一般管理費 ４,９３４,１７２ 

事業外 
事業外収益 １,１３３ 

事業外費用 ０ 

経常利益  ５７９,５８６ 

当期純利益 ５７９,５８６ 

 

２ 主な事業報告（令和５年度） 

（１）公有用地の先行取得               ８５８,２９１千円 

・都市計画道路用地   （実績） ４か所     １６７.８７㎡ 

・公園用地       （実績） ３か所     ５７７.５２㎡ 

・道路用地       （実績） ８か所     １１４.０９㎡ 

・施設整備用地     （実績） １か所     ８５９.４０㎡ 

計         （実績）１６か所   １,７１８.８８㎡ 

 

（２）土地の処分（譲渡先：大田区）         ２,６６４,２０７千円 

・都市計画道路用地   （実績） ３か所     ３５３.６３㎡ 

・公園用地       （実績） ２か所  １０,６０７.８５㎡ 

・道路用地       （実績） ６か所      ９０.３５㎡ 

計         （実績）１１か所  １１,０５１.８３㎡ 

 

３ 主な事業計画（令和６年度） 

（１）公有用地の先行取得              ５,０００,０００千円 

１ 都市計画道路用地                １,２００㎡ 

２ 公園用地・その他                ６,７００㎡ 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料１番 

所管 経理管財課 

（単位：円） 



 

（２）土地の処分（譲渡先：大田区） 

１ 都市計画道路用地 ５か所 

２ 公園用地     ２か所 

３ 道路用地     ３か所 

 

４ その他 

  役員等の異動について 

理事等の異動 

職名 新役員氏名（就任日） 旧役員氏名（退任日） 

理 事 
森 岡  剛 

（令和６年４月１日就任） 

今 岡 正 道 

（令和６年３月31日退任） 

監 事 
杉 村 由 美 

（令和６年４月１日就任） 

佐々木 信 久 

（令和６年３月31日退任） 

監 事 
鈴 木 隆 広 

（令和６年４月１日就任） 

梅 崎 修 二 

（令和６年３月31日退任） 

 

 



 

 

 大田区立入新井第一小学校及び仮称大田区大森北四丁目複合施設の 

 改築工事における漏水事故について（経過報告） 

 

１ 事故の概要 

  本工事は、令和６年６月 28 日の工期に向け、受注者において、各所試験運

転、検査、調整等を進めていたが、次のとおり３件の漏水事故が連続して発

生した。 

 

２ 区の対応状況 

 漏水事故による影響の大きさを踏まえ、６月 17 日 16 時に区長を本部長と

する対策本部を設置した。 

 漏水による影響が広範囲かつ長時間であったことから、対策本部会議にお

いて、９月１日に予定していた複合施設の開設時期を延期することとし、

同日プレス発表した。 

 詳細な被害状況及び原因については継続して調査中。事故の影響による各

事業や利用者への対応方法については検討中。 

 

３ 今後の対応 

  上記調査等を踏まえ、今後の対応について逐次判断の上、区民、議会への

情報提供を行っていく。 

 確認日時 漏水場所 事象 被害範囲 

１ 

６月 11 日（火） 

14：30 頃 

１階 

女子便所 

給水ポンプ作動試験時、 

加圧により配管接合部で 

抜管し漏水した 

【１階】 

昇降口、図書室、備蓄倉

庫、便所、教員室他 

【地下１階】 

きこえとことばの教室 

各室他 

【地下２階】 

EV ピット他 

２ 

６月 13 日（木） 

７：45 頃 

地下１階 

個別指導室 

排水管の施工不良により、

接合部が抜管し漏水した 

【地下１階】 

きこえとことばの教室 

各室他 

３ 

６月 13 日（木） 

８：00 頃 

地下２階 

受水槽 

ポンプ室 

試運転調整がされていない 

水中ポンプが継続的に稼働 

したことで、水槽内から 

水が越流し漏水した 

【地下２階】 

多目的ホール、廊下、 

機械室、倉庫、便所他 

総務財政委員会 
令和６年６月 21・24 日 

各部共通 資料１番 

所管 各部 

 



●日程

令和６年５月31日（金）13：00 から 15：00 まで

●議題

１ 新たな基本計画・実施計画の策定について

（１）計画の位置付け

（２）計画の構成

（３）計画の期間

２ 今後の進め方等について

(１) 懇談会・専門部会の進め方

(２) 専門部会の構成

第１回大田区基本計画懇談会の実施報告について

■ 開催内容

総務財政委員会
令和６年６月21・24日

企画経営部 資料１番

所管 企画課
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「位置付け」・３層構造で、基本計画が長期性を担保し、実施計画で機動的・短期的な
対応という構成になっていて良いのではないか。

・基本計画と実施計画はレベル感、描くべき内容が違い、抽象度、具体性
も異なるため、３層構造にするのは良い。

「構 成」・変化の激しい時代であっても、柔軟に対応していくということが
実施計画の必要性であり、今回盛り込んでいることは支持できる。

「期 間」・第１期と第２期を切れ目なく、空白期間を設けずに作っていこうという
ことが示されているのは重要である。

・３年の見直しとしているが、コロナ禍のような突然の出来事で世の中
すべてが変わってしまった時を想定しておくべき。

「そ の 他 」・実効性のある計画にしていくことが課題。形骸化させないような計画を
考えていく必要がある。

・個々の事業が重要であることは間違いないが、事業間の有機的な関係が
良好であるかということが重要である。

・区民の分かりやすさやきちんとした理屈付けなど、工夫ができたら良い。

第１回大田区基本計画懇談会における意見の一部

2



氏 名 区 分 所属等

1 牛山 久仁彦 学識経験者 明治大学 政治経済学部教授

2 澁谷 昌史 学識経験者 関東学院大学 社会学部教授

3 有村 久春 学識経験者 東京聖栄大学 健康栄養学部教授

4 石渡 和実 学識経験者 東洋英和女学院大学 名誉教授

5 西脇 祐司 学識経験者 東邦大学 医学部教授

6 小林 真理 学識経験者
東京大学大学院
人文社会系研究科教授

7 奥 真美 学識経験者 東京都立大学 都市環境学部教授

8 下村 芳樹 学識経験者
東京都立大学大学院
システムデザイン研究科教授

9 中西 正彦 学識経験者
横浜市立大学大学院
都市社会文化研究科教授

10 松山 知規 有識者
デロイトトーマツコンサルティング
合同会社 執行役員

11 森 英男 団体代表者
大田区矢口地区民生児童委員協議会
会長

12 中島 寿美 団体代表者
社会福祉法人
大田区社会福祉協議会 会長

13 深尾 定男 団体代表者 東京商工会議所 大田支部会長

14 広瀬 安宏 団体代表者 一般社団法人 大田工業連合会会長

15 北見 公秀 団体代表者 大田区商店街連合会 会長

氏 名 区 分 所属等

16 西 義雄 団体代表者
大田区リサイクル事業協同組合
理事長

17 牧野 ふみよ 団体代表者
NPO法人 大田・花とみどりのまち
づくり 事務局長

18 三木 伸良 団体代表者 大田区自治会連合会 会長

19 星山 知之 公募区民 公募区民

20 濵 洋子 公募区民 公募区民

21 赤星 剛史 公募区民 公募区民

22 永井 隆 公募区民 公募区民

23 松原 秀典 区議会議員 大田区議会議長

24 大橋 たけし 区議会議員 大田区議会副議長

25 えびさわ 圭介 区議会議員 自由民主党大田区議団・無所属の会

26 田島 和雄 区議会議員 大田区議会公明党

27 佐藤 伸 区議会議員 日本共産党大田区議団

28 三沢 清太郎 区議会議員 日本維新の会大田区議団

29 犬伏 秀一 区議会議員 つばさ大田区議団

30 おぎの 稔 区議会議員
東京政策フォーラム（都民ファース
ト・国民民主・無所属の会）

31 庄嶋 孝広 区議会議員 立憲民主党大田区議団

会議資料（懇談会委員名簿）

33



基本構想・基本計画・実施計画によって構成される区の最上位計画が総合計画であり、各個別計画の上位の計画と
して位置付ける。

めざすべき将来像やまちづくりの基本的

な考え方を示す自治体の最上位指針

実施計画

基本計画
基本構想で定めた将来像を実現するため

の施策等をまとめたもの

基本計画の施策等に対応する具体的な事

業や年次計画をまとめたもの

重点的に取り組む必要のある事業や特に

進捗管理を必要とする事業をスケジュー

ル化することを想定

基本構想
基本理念

将来像

基本目標

施策

連携・整合

個 別 計 画 法令等に基づく各事業分野の計画

主要
事業

その他
事業

位置付け 構成

会議資料（計画の位置付け（案））
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基本計画及び実施計画において掲載する主な項目は以下を想定

基本計画及び実施計画は計画期間が異なることから別冊子として管理することを想定

実施計画基本計画
▍総論

▍各論

○基本的な考え方

・目的、位置付け、計画期間、進行管理（行政評価の仕組み）等

○背景

・社会経済状況、区を取り巻く状況（人口、財政等） 等

○重点課題の設定（分野横断的な取組を含む）
・重点的に解決すべき課題に基づいた分野横断的な取組を想定

【イメージ】町田市 実施計画

○施策体系

・現状と課題、めざす姿、施策の方向性、指標・目標値 等

別冊子を想定

○事業概要

○年度計画

○指標・目標値

○事業費 等

主要事業を中心に掲載することを想定

会議資料（計画の構成（案））
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R6
2024

R7
2025

R8
2026

R9
2027

R10
2028

R11
2029

R12
2030

R13
2031

R14
2032

R15
2033

R16
2034

R17
2035

R18
2036

R19
2037

R20
2038

R21
2039

R22
2040

੦
ম
ଡ
୳

੦
ম
ੑ
઺

ৰ
઱
ੑ
઺

策定
作業

基本構想：17年間（2024～2040ごろ）

策定
作業

実施計画：３年間実施計画：３年間

毎年度ローリング

基本計画策定後の基本構想期間（16年間）を均等割りし、第１期・第２期基本計画期間を各８年間とする。
（各計画期間４年ごとに見直しを行う）

実施計画は３年間を単位として毎年度ローリングを行い、基本計画の見直し時期に合わせて実施計画の見直しを一
体的に行う。

基本計画の実効性を担保する仕組みを構築し、計画と予算編成や事業執行が連動する形を想定。

毎年度ローリング

２年間２年間

３年間３年間

１年間

第１期基本計画：８年間（2025～2032）

基本計画：４年間（2025～2028） ４年間（2029～2032）

評価・見直し 評価・見直し

第２期基本計画：８年間（2033～2040）

４年間（2033～2036） ４年間（2037～2040）

評価・見直し 評価・見直し

３年間３年間

３年間３年間

３年間３年間

３年間３年間

見直し

実施計画：３年間実施計画：３年間

２年間２年間

３年間３年間

１年間

３年間３年間

３年間３年間

３年間３年間

３年間３年間

見直し

会議資料（計画の期間（案））
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会議資料（懇談会・専門部会の進め方 スケジュール）

R６ ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

◎
༦
୥
ভ
⋇

・
懇
談
会
条
例
制
定

○
௧
୅
৖
ভ
⋇

◆区民意見聴取（７～８月頃を予定）
・ワークショップ
・区民意識調査

（5/31）

10月 11月 12月 R7 １月 ２月 ３月

੦
ম
ੑ
઺
؞
ৰ
઱
ੑ
઺
ੁ
৒

◎
༦
୥
ভ
⋉

◎
༦
୥
ভ
⋈

素
案
作
成

パブコメ

○
௧
୅
৖
ভ
⋈

区民説明会
（２回）
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会議資料（懇談会・専門部会の進め方 予定議題）

会議 時期 内容

懇談会① 5/31
• 基本計画の位置付け・構成・期間等の検討
• 専門部会の構成について

専門部会① ８月

• 施策ごとの検討
現状と課題
めざす姿
施策の方向性
達成度を測る指標・目標値

懇談会② 10月

• 専門部会①の検討状況報告
• 分野横断的な取組の検討
• 行政評価手法の検討

専門部会② 11月
• 実施計画に掲載する主要事業の検討
年度計画、指標 等

懇談会③ 12月 • 基本計画・実施計画（素案）について

8



■基本目標①

こども/子育て/教育

氏 名 区 分

1
澁谷 昌史
（部会長）

学識経験者

2 有村 久春 学識経験者

3 森 英男 団体代表者

4 星山 知之 公募区民

５ 松原 秀典 区議会議員

６ 田島 和雄 区議会議員

7 犬伏 秀一 区議会議員

■基本目標②

共生/社会的包摂/国際/健康/

スポーツ/文化/生涯学習

氏 名 区 分

1
石渡 和実
（部会長）

学識経験者

2 西脇 祐司 学識経験者

3 小林 真理 学識経験者

4 中島 寿美 団体代表者

５ 濵 洋子 公募区民

６ おぎの 稔 区議会議員

7 庄嶋 孝広 区議会議員

会議資料（専門部会の構成）
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■基本目標③

環境/産業

氏 名 区 分

1
奥 真美
（部会長）

学識経験者

2 下村 芳樹 学識経験者

3 深尾 定男 団体代表者

4 広瀬 安宏 団体代表者

５ 北見 公秀 団体代表者

6 西 義雄 団体代表者

7 牧野 ふみよ 団体代表者

8 赤星 剛史 公募区民

9 佐藤 伸 区議会議員

10 三沢 清太郎 区議会議員

■基本目標④

防災/治安/都市づくり/水とみどり

氏 名 区 分

1
中西 正彦
（部会長）

学識経験者

2 松山 知規 有識者

3 三木 伸良 団体代表者

4 永井 隆 公募区民

５ 大橋 たけし 区議会議員

６ えびさわ 圭介 区議会議員

会議資料（専門部会の構成）
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工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000 万円以上、15,000 万円未満のもの 

報 告 番 号 １ 

工 事 件 名 大田区南千束三丁目、下丸子四丁目付近管路耐震化工事 

契 約 金 額 ￥８９，２１０，０００－ 

契約の相手方 

 

世田谷区上用賀一丁目７番３号 

管清工業株式会社 

代表取締役 長谷川 健司 

         

契 約 年 月 日 令和  ６ 年  ６ 月  ４ 日 

工 期 令和  ７ 年  ２ 月 ２８ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区南千束三丁目外６か所 

（２）工事内容 

ア 既設人孔改造（耐震化） 一式 

イ 既設人孔改造（人孔浮上抑制） 一式 

ウ 汚水ます 一式 

エ 汚水ます取付管 一式 

オ 既設汚水ます撤去 一式 

カ 既設汚水ます取付管撤去 一式 

（３）案内図 

 

 

 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料１番 

所管 経理管財課 



入　札　経　過　調　書

第○号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

名　称 管清工業株式会社

所在地 世田谷区上用賀一丁目７番３号

　契約金額（税　込）

　 ￥８１，１００，０００

 　￥９１，０９８，７００

　 ￥８２，８１７，０００

3 北立建設工業株式会社

2 正和興業株式会社

辞退

管清工業株式会社

￥92,780,000

4

5

1

7

（税　抜）

予定価格（税　込）

契約の相手方 　　

　 ￥８９，２１０，０００（落札率97.93％）
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件名
大田区南千束三丁目、下丸子四丁目付近管路耐震化
工事令和６年６月４日

8

レ￥81,100,000

（税　抜）



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000 万円以上、15,000 万円未満のもの 

報 告 番 号 ２ 

工 事 件 名 本庁舎新設便所その他改修工事（Ⅱ期） 

契 約 金 額 ￥６６，２２０，０００－ 随意契約 

契約の相手方 

 

大田区大森北二丁目３番 15 号 

         大田空調衛生協同組合 

         代表理事 小國 博明 

 

契 約 年 月 日 令和  ６ 年  ５ 月 １４ 日 

工 期 令和  ７ 年  ３ 月 １４ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区蒲田五丁目 13 番 14 号 

（２）工事内容  

  ア 新設便所改修工事（Ⅱ期） 一式 

イ １、２階中央ファンコイル更新工事  一式 

ウ 排煙設備改修工事 一式 

（３）案内図 

  

 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料１番 

所管 経理管財課 

工事場所 



 

 

 

 

 

工 事 請 負 契 約 の 報 告 に つ い て 

※ 契約金額 6,000 万円以上、15,000 万円未満のもの 

報 告 番 号 ３ 

工 事 件 名 田園調布せせらぎ公園整備工事（体育施設周辺） 

契 約 金 額 ￥１３５，３００，０００－ 

契約の相手方 

 

大田区北千束二丁目 18 番７号 

         株式会社第一造園 

         代表取締役 西濱 大祐 

 

契 約 年 月 日 令和  ６ 年  ５ 月 ２８ 日 

工 期 令和  ７ 年  ２ 月 ２１ 日 

工 事 概 要 

（１）工事場所 

大田区田園調布一丁目 53 番 

（２）工事内容 

舗装工、管理施設工、準備工、敷地造成工、舗装工、縁石工、休養施設工、 

サイン施設工、植栽工 

（３）案内図 

 
 

総務財政委員会 

令和６年６月 21日・24日 

総務部 資料１番 

所管 経理管財課 



入　札　経　過　調　書

第○号議案

入　札　年　月　日

入　札　参　加　者 第１回入札（税抜） 第２回入札（税抜）

レ￥123,000,000
総合点34.6点
価格点2.6点
技術点32点

名　称 株式会社第一造園

所在地 大田区北千束二丁目18番７号 

　契約金額（税　込）

 ￥１２３，０００，０００

 ￥１３５，５２３，３００

 ￥１２３，２０３，０００

株式会社第一造園

3

4

5

2

6

（税　抜）

予定価格（税　込）

契約の相手方 　　

 ￥１３５，３００，０００（落札率99.84％）
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件名 田園調布せせらぎ公園整備工事（体育施設周辺）
令和６年５月28日

1

7

（税　抜）



令和６年５月31日現在

収入率・執行率は四捨五入
円 国民健康保険事業特別会計 円

96.46 96.09 97.51 98.83
95.45 94.84 96.98 97.53

一般財源 0
特定財源 0
一般財源 593,393,435 後期高齢者医療特別会計 円
特定財源 0
一般財源 0 100.33 100.35
特定財源 0 99.51 99.47
一般財源 593,393,435
特定財源 0

介護保険特別会計 円

98.94 98.12
98.23 96.68

※繰越明許費繰越額は、繰越明許費2,108,919,435円から未収入特定財源1,515,526,000円を除外したものである。

総 務 財 政 委 員 会
令和６年６月21・24日
会計管理室　資料１番
所管　　　会計管理室

歳入歳出差引額 428,481,872

歳　入　総　額 59,094,144,699
歳　出　総　額 58,665,662,827

収入率
執行率

翌年度繰越財源 1,355,622,518
財政基金積立金 1,355,624,000 予　算　現　額 59,725,706,000

実質収支額 2,711,246,518

前年度

翌年度繰越額
歳入歳出差引額 160,344,227

事故繰越し
繰越額

歳　入　総　額 19,474,384,065
歳　出　総　額 19,314,039,838

継続費逓次
繰越額

繰越明許費
   繰越額 ※

収入率
執行率

前年度
予　算　現　額 19,409,371,000

歳入歳出差引額 3,304,639,953 歳入歳出差引額 372,336,561

歳　入　総　額 316,247,388,177 歳　入　総　額 67,585,273,549
歳　出　総　額 312,942,748,224 歳　出　総　額 67,212,936,988

令和５年度　　大田区各会計歳入歳出決算

一般会計 収入率
執行率

前年度
収入率
執行率

前年度
予　算　現　額 327,846,265,000 予　算　現　額 69,308,502,000
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